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東北中央自動車道（福島～米沢北）の管理設備計画
安全・安心な走行空間確保のために

福島河川国道事務所

東北中央自動車道は福島県相馬市を起点とし，福島市・米沢市・山形市・新庄市などを経由して秋田県
横手市で秋田自動車道に連結する，総延長約 268 km の高規格幹線道路である。そのうち，福島河川国道
事務所では，福島 JCT から栗子トンネル山形側坑口までの約 20.6 km を担当している。福島 JCT から米
沢 IC 区間については，平成 29 年度供用に向けて土木工事を鋭意施工中であり，安全・安心な走行空間
を確保するため，トンネル非常用施設をはじめとした管理設備の計画について紹介する。
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1．はじめに

現在，福島市と米沢市間は国道 13 号により結ばれ
ており，通常時の所要時間は約 1 時間である。しかし，
一定の基準を超す大雨（連続雨量 180 mm 以上）や風
雪（降雪時風速 16 m/s 以上）が観測されると災害発
生の危険があるために通行止めを余儀なくされ，通行
止め時に迂回ルートを走行した場合には約 2 時間を要
し大幅な時間超過を生じている。また，豪雪地帯であ

る栗子峠を通過することから，冬期間には急勾配箇所
での通行不能車両が多発し通行止めの一因となってい
る（図─ 1）。

東北中央自動車道は南東北における高規格幹線道路
網を形成し，地域間交流はもとより前述のような通行
止め等の緊急時における代替および迂回等のネット
ワーク機能の強化を担う路線である（図─ 2）。中で
も栗子トンネルは現在の最高標高より約 200 m 低い
位置を通過させ，急勾配箇所を回避した冬期間の信頼

図─ 1　一般国道 13 号の現況

特集＞＞＞　災害対応，災害復旧・復興
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性の高い道路とする。管理設備の整備においても，運
転者の「安心感」や走行の「確実性」を向上させると
ともに，設備整備や維持管理に係るコスト縮減に取り
組んだ計画立案が重要である。

2．  道路管理設備整備計画にあたっての留意
事項

安全・安心な走行空間の創出は，「道路トンネル非
常用施設設置基準・同解説」に基づくトンネル非常用
施設の整備をはじめ，トンネル換気設備・照明設備・
道路情報表示設備（気温表示板含む。），道路状況を把
握するための気象観測設備・CCTV カメラ設備など
の管理設備整備のほか，除雪車・パトロールカーなど
の道路維持車両類を配備し，それらを適正に運用・管
理することにより可能となる。

特に栗子トンネルは，完成すると東北地方では最も
長い 8,972 m の道路トンネルとなり，全国でも東京湾
アクアトンネル（9,610 m）に次いで 5 番目に長い。
さらに暫定 2 車線での簡易型中央分離帯による対面通
行となるので，設備設計段階から維持管理時の交通規
制抑制への対応に配慮することとした。また，電源給
配電計画においても，トンネル延長が長いため電気室
を両坑口の他にトンネル内にも設ける必要がある。ト
ンネル内電気室については，将来の 4 車線化や設備更

新時のことを考え，設備更新スペース（4 車線化時の
設備設置スペースを兼ねる。）を確保することとした。

3．関係機関との調整

トンネル内における火災，その他の事故発生時の警
察・消防活動において迅速で正確な情報連絡が可能な
ように警察無線及び消防無線による通話を確保する必
要がある。福島 JCT から米沢 IC 区間には福島県と山
形県の県境に跨る栗子トンネルがあるため，警察無線
については東北管区警察局の福島県情報通信部及び山
形県情報通信部，消防無線については福島市消防本部
及び置賜広域行政事務組合消防本部との両県の関係機
関と計画段階から協議し設備整備計画に取り込んでい
る。

また，トンネル管理設備に要する電源を確保するた
め，電気事業者と協議の上，電気の引込み地点や使用
電力容量並びに電気供給時期などを調整し，東北中央
自動車道沿線に配置した施設への電気配電計画を作成
している。

さらに，快適な道路空間を提供するにはトンネル内
などの携帯電話不感地帯を解消する必要もあり，㈳移
動通信基盤整備協会と協議し平成 29 年度の供用時ま
での対応を調整している。

図─ 2　東北中央自動車道 計画路線図
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4．  管理設備の運用管理向上とコスト縮減へ
の取組み

トンネル非常用施設などは常時使用されるものでは
ないが（使用されないのが一番），火災や事故発生な
どの緊急時に確実に稼働しなければならないものであ
り，常日頃の状態監視や定期的な点検などは欠かすこ
とができない。その一例として，誘導表示板について
は電気機器の障害リスク低減なども考慮し，内照式か
ら反射式へ見直しし総合的なコスト縮減と設備障害リ
スク低減に努めた。

また，非常用として整備する自家発電設備は，商用
電源停止時，発電設備点検時のみしか稼働しない。燃
料管理や設備維持などを考えた場合に，ある程度稼働
し，かつ全体のコスト縮減が図れるような設備の有効
活用について検討した。その結果，発電設備容量を変
えずにジェットファン運転ピーク時のみ発電設備から
の電源供給を図ることとした（図─ 3）。

トンネル照明についても，「道路照明施設設置基準・
同解説」及び「LED 道路・トンネル照明導入ガイド
ライン（案）」の標準的な検討フローに加え，ランプ
不点灯時にも著しい性能指標（総合均斉度・車線軸均
斉度）の悪化とならないような光源を選定した。

高速走行を前提としている高規格道路においては，
安全・安心なトンネル内走行空間創出が重要である。
トンネル照明ランプの不点灯時には随時ランプ交換な
どの対応をする必要がある。交通規制に伴う経済的損
失についてもライフサイクルコストに組み入れて考慮
し，道路利用車の利便性向上のため極力単独での交通
規制を抑制できる照明器具の検討を行った。その結果，
1 灯又は連続した 2 灯がランプ不点灯となっても均斉
度の著しい低下のない照明器具を採用することによ
り，計画的な交通規制（設備点検時に合わせた交通規
制など）が実施できる。それに対応可能な 2 灯形や 2

回路構成形のトンネル照明器具で電気料金などのラン
ニングコストが縮減可能な照明器具を採用することと
した（図─ 4）。

5．主な機械設備の整備計画

（1）換気設備
栗子トンネル内で火災が発生した場合における換気

設備が具備すべき機能検討を行った。
トンネル内の縦流風について検討を行った結果，火

災地点によっても変わるが事故発生から 120 秒後に火
災検知，同時に換気運転停止及び坑口の警報表示板の
操作により車両進入を止めても事故発生から 10 分
たっても設計交通量時では縦流風が 2 m/s 程度生じ
ており，煙が動いていることが認められる。

図─ 3　大笹生トンネルの例

図─ 4　トンネル照明検討フロー
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避難弱者の避難速度を 1 m/s と想定すると，栗子
トンネルの場合，最大避難連絡坑間隔が 395 m であり，
避難連絡坑扉の前で火災が発生した場合，最大避難距
離は 395 m となり避難に 395 秒かかることになる。
火災発生から 120 秒で火災検知，火災地点にバスが停
車していると仮定し，降車時間に 120 秒かかるとする
と最終避難者が避難完了するまでに 10 分程度かかる
ことになる。このため，風速制御方式でなく水噴霧等
による初期消火を適切に行い，避難者の安全確保をす
ることとした。

換気設備の選定にあたっては，トンネル断面（掘削
量）と換気設備種別・台数などを総合的に比較検討し
た結果，トンネル内に 1000 型高風速ジェットファン
26台と斜坑に排風機2台を整備することとした。なお，
換気設備のうちジェットファン 11 台と排風機につい
ては，排煙設備としての機能も兼ねることとした。

（2）消火設備等
A 等級の大笹生トンネル（2,090 m）には消火栓・

給水栓を，AA 等級の栗子トンネル（8,975 m）には
消火栓・給水栓のほかに水噴霧設備を整備することと
した。

特に栗子トンネルについては，長大トンネルである
ため配水管延長が長く水圧確保に苦慮した。通常のト
ンネル坑口からのポンプ圧送方式ではポンプ容量が大
きくなるため，貯水槽を換気用斜坑の上部に設け，高

図─ 5　栗子トンネルの配水系統図

図─ 6　東北中央自動車道　トンネル管理施設配置計画図
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低差による水圧を利用することにより消火ポンプ容量
を小さくすることとした。また，消火用水には河川水
を用いるが，水利権の関係上，山形側坑口での放流を
行わずに，すべて福島側坑口で放流することにより同
一水系に戻すこととした（図─ 5）。

配水本管については，腐食例などから 30 年程度で
更新が必要な差込式鋳鉄管でなく腐食の起こらない樹
脂製管を採用することとした。

6．おわりに

本稿では，国土交通省東北地方整備局福島河川国道

事務所が取り組んでいる東北中央自動車道（福島
JCT から栗子トンネル山形側坑口までの約 20.6 km 区
間）におけるトンネル非常用施設をはじめとした管理
設備について，安全・安心な走行空間の創出並びにコ
スト縮減対応などについて紹介した（図─ 6）。今後は，
平成 29 年度の供用に向けてより一層の具現化に向け，
関係機関等と調整しながら推進していくこととしてい
る。

なお，本稿は現段階の計画であり，今後の進捗状況
により内容が変更となる場合があることを申し添えま
す。

 

　建設機械及び施工の基礎知識，最新の技術動向，排出ガ
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